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Ⅰ はじめに 
 

京都市環境審議会（以下「審議会」という。）は，京都市長から平成 21 年

8 月 21 日に「京都市地球温暖化対策条例の見直しに係る基本的な考え方」及

び「新京都市地球温暖化対策計画の策定に係る基本的な考え方」の 2 点につ

いて諮問を受け，これまで，部会として設置した「地球温暖化対策推進委員

会」（以下「委員会」という。）を 7 回，審議会を 3 回開催し，活発な審議を

進めてきた。 

審議は，京都市が国の中期目標の公表に先駆け策定した「京都市環境モデ

ル都市行動計画」（平成 21 年 3 月策定）を基に，3 つの市民会議（※）にお

ける検討や地球温暖化を巡る国際動向等を踏まえて，将来の低炭素社会を展

望した規制的手段も含む京都ならではの大胆な具体的対策を検討し，京都市

が審議経過を踏まえて行った市民意見募集や意見交換会等において寄せられ

た市民，事業者の貴重な意見も参考に進めてきた。 

本答申は，2 点の諮問事項のうち，「京都市地球温暖化対策条例の見直しに

係る基本的な考え方」についてまとめたものである。「新京都市地球温暖化対

策計画の策定に係る基本的な考え方」については，引き続き審議を行い，施

策の更なる具体化を検討した上で答申を行う。 

 
※ 3 つの市民会議は，「『歩くまち・京都』総合交通戦略策定審議会」，「『木の文化を大切

にするまち・京都』市民会議」及び「環境にやさしいライフスタイルを考える市民会議」

を指す。いずれも，既に検討経過が取りまとめられ，「『歩くまち・京都』総合交通戦略」

（平成 22 年 1 月策定），「『木の文化を大切にするまち・京都』市民会議検討報告書」（平

成 22 年 3 月），「環境にやさしいライフスタイルの創造へ 京都からの提言－『環境にや

さしいライフスタイルを考える市民会議』提言－」（平成 22 年 3 月）として公表してい

る。 
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Ⅱ 地球温暖化対策を巡る現状と課題 
 

1 地球温暖化対策を巡る近年の動向 

⑴ 国際的動向 

気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate 

Change，以下「IPCC」という。）は，平成 19 年，地球温暖化に関する科学

的知見を集約し，評価した第 4 次評価報告書において，世界の平均気温が

2005 年までの 100 年間に 0.74℃上昇し，最近 50 年間の気温上昇の速度は

過去 100 年のほぼ 2 倍に増大するなど，気候システムの温暖化には疑う余

地がなく，これらの気温上昇のほとんどは，人為起源の温室効果ガスの増

加によってもたらされた可能性が非常に高いとしている。 

また，同書では，地球温暖化により深刻な被害が生じる危険性が指摘さ

れており，地球環境への深刻な影響を回避する水準に大気中の温室効果ガ

スの濃度を安定化させるには，世界全体の気温の上昇が，産業革命以前か

ら 2 度以内にとどまるよう，世界全体の排出量の大幅な削減が必要である

ことを示している。 

平成 21 年 7 月，イタリアのラクイラで開催された主要国首脳会議（G8

ラクイラ・サミット）では，世界全体の排出量を 2050 年までに少なくとも

半減するため，先進国全体で 80％以上削減することの合意が得られた。 

平成 21 年 12 月，デンマークのコペンハーゲンで開催された気候変動枠

組条約第 15 回締約国会議（COP15）では，IPCC の科学的な見解を認識し，

世界全体の排出量の大幅な削減が必要であることを盛り込んだ「コペンハ

ーゲン合意」に留意することが決定された。 

この合意に基づき，日本を含む先進国（同条約附属書 I 国）は 2020 年の

排出削減目標について，新興国等（同条約非附属書 I 国）は削減のための

行動について，同条約事務局に提出することとされた。 
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⑵ 国内の動向 

我が国は，コペンハーゲン合意に賛同し，本年 1 月 26 日に国連気候変動

枠組条約事務局に対して，温室効果ガス排出量を 2020 年までに 1990 年比

25%削減する目標を提出した。 

さらに，温室効果ガス排出量を 2020 年までに 1990 年比 25%削減するこ

と及び 2050 年までに 80%削減すること（主要国によるポスト京都議定書

構築が前提）を目標に掲げ，国内排出量取引制度，地球温暖化対策税，再

生可能エネルギーの全量固定価格買取制度の創設等を盛り込んだ地球温暖

化対策基本法案を閣議決定し，国会審議が行われた（平成 22 年 6 月 16 日

廃案）。 

また，「地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ（平成 22 年 3 月 31

日）や「次世代自動車戦略 2010（平成 22 年 4 月 12 日）」，「産業構造ビジ

ョン（平成 22 年 6 月 3 日）」，「エネルギー基本計画（案）（平成 22 年 6 月

8 日）」等，次々と関連する戦略が打ち出されているところであり，地球温

暖化対策は，今後のあらゆる政策において欠くことのできない重要な視点

となっている。 

 

2 京都市における地球温暖化対策の取組状況 

⑴ これまでの取組 

  全国初の地球温暖化対策に特化した条例として制定された現行の「京都市

地球温暖化対策条例」（以下「現行条例」という。）では，温室効果ガスの排

出量について，2010 年までに 1990 年比 10％削減とする国を上回る数値目標

を掲げている。 

  京都市では，この目標の達成に向けた行動計画として「京都市地球温暖化

対策計画」を策定し，市民，事業者，環境保全活動団体と協働して取組を進

めるとともに，目標や施策を一層磨き上げ，国から「環境モデル都市」とし

ての選定を受け，更なる削減を進めている。 

⑵ 温室効果ガス排出削減の状況 

   2008 年の排出量（速報値）は，森林吸収などの削減効果量 11 万トンを
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差し引いて 682 万トンであり，1990 年の排出量 772 万トンから 90 万トン，

11.7％減少した。原油価格の高騰や金融危機の影響があると考えられるもの

の，条例に掲げる数値目標を達成したところである。 

  部門別の排出量は，1990年比で産業部門が 44.9％の減少，運輸部門が 16.2％

の減少となる一方，家庭部門が 21.8％の増加，業務部門が 16.2％の増加とな

っている。 

 

（表 1） 温室効果ガス排出量の内訳 

単位：万トン－CO2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2008年
(平成20年) 対基準年 対前年

699 681 638 -61 -43

[96.4%] [96.6%] [96.7%] (-8.8%) (-6.3%)

195 117 107 -88 -10

[26.9%] [16.6%] [16.3%] (-44.9%) (-8.2%)

197 176 165 -32 -11

[27.2%] [25.0%] [25.0%] (-16.2%) (-6.3%)

155 200 189 +34 -11

[21.4%] [28.4%] [28.7%] (+21.8%) (-5.5%)

152 187 176 +24 -11

[20.9%] [26.6%] [26.7%] (+16.2%) (-6.1%)

25.8 24.0 21.8 -4.0 -2.2

[3.6%] [3.4%] [3.3%] (-15.5%) (-9.1%)

725 705 660 -65 -45

[100%] [100%] [100%] (-9.0%) (-6.4%)

725 705 660 -65 -45

[93.9%] [95.6%] [95.2%] (-9.0%) (-6.4%)

47.1 32.7 33.1 -14.0 +0.4

[6.1%] [4.4%] [4.8%] (-29.8%) (+1.2%)

-0.6 +0.0

(-24.3%) (-1.0%)

-2.9 -0.5

(-25.2%) (-5.2%)

-10.6 +0.9

(-31.8%) (+4.1%)

772 737 693 -79 -44

[100%] [100%] [100%] (-10.3%) (-6.1%)

注1:
注2:

注3:
注4:
注5:
注6: 　エネルギー転換部門は，業務部門に含めている。

　四捨五入のため，合計値と各要素を合計した数値が合わない場合がある。

エネルギー起源

　エネルギー起源とは，化石燃料の燃焼（電気の消費を含む。）に伴って発生する二酸化炭素をいう。

8.8

2.3 1.7 1.7

その他の温室効果ガス

33.2 22.6

メタン

一酸化二窒素

増減
二酸化炭素 基準年

2007年
（平成19年）

　電気の排出係数は，実際に使用した電気事業者のものを使用している。

11.7

　基準年は温室効果ガスの種類により異なる。二酸化炭素，メタン及び一酸化二窒素は1990（平成2）年。代替フロン等（ハイドロ

フルオロカーボン類，パーフルオロカーボン類及び六ふっ化硫黄）は1995（平成7）年。

21.7

　[　　]　内は構成比，（　　）　内は増減率を示す。

温室効果ガス総排出量

9.2

代替フロン等

運輸部門
（自動車・鉄道）

民生・家庭部門

民生・業務部門
（商業・サービス・事業所等）

二酸化炭素（再掲）

二酸化炭素排出量合計

非エネルギー起源
（廃棄物部門）

産業部門
（工場等）
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（表 2） 森林吸収などの削減効果量の内訳 

内容 削減効果量 
（トン－CO2） 

森林吸収量 99,374 
ごみ発電 10,104 
太陽光発電 1,340 

合計 110,817 
※四捨五入のため，合計値と各要素を合計した数値が合わない場合がある。 

 

（図 1） 温室効果ガス総排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 2） 二酸化炭素排出量の推移（主要 4 部門） 
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Ⅲ 条例改正に当たっての基本的考え方 
 

1 削減目標 

上述のとおり，世界の気温上昇を産業革命以前から 2 度以内に抑えるため

には，2050 年までに世界全体で温室効果ガス排出量を半減し，日本をはじめ

とする先進国で 80%削減をしなければならないことが共通認識となってきて

いる。これに応え，京都市は，「京都議定書」誕生の地として，また，「環境

モデル都市」として，先駆的かつ積極的に大幅削減を目指すことが必要であ

る。 

既に京都市は，「京都市環境モデル都市行動計画（平成 21 年 3 月）」におい

て，2030 年に 1990 年比 40%削減，2050 年に 60%削減とする中長期の数値目

標を掲げている。 

委員会は，中長期の展望を持った審議を進め，削減目標については，国内

外の動向と京都市のこれまでの取組を踏まえ，次のとおり目標を設定するこ

とが望ましいと考える。 

 

 ⑴ 2050 年（条例の理念）：大幅削減による低炭素社会の実現 

地球温暖化による深刻な被害を回避するため，世界の平均気温上昇を 2

度以内にとどめるという科学的知見を認識し，二酸化炭素をはじめとする温

室効果ガスの排出を都市活動の中で大幅に「削減する」だけでなく，森林吸

収等，自然との共生を通じて炭素を「循環させる」との観点に立ち，持続可

能な社会経済システムへの転換を図ることを，条例の理念として掲げる。 

 

 ⑵ 2030 年度（削減目標）：40%削減（1990 年度比） 

2050 年の大幅削減に向けた中期削減目標として，条例に目標数値を明記

し，これを実現するための具体策を盛り込む。 
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 ⑶ 2020 年度（中間目標）：25％削減（1990 年度比） 

2030 年度の高い中期削減目標を掲げると同時に，大気中の温室効果ガス

濃度の上昇を抑え，毎年着実に排出削減を実現することが重要であるため，

目標年次に至る経路として中間時点である 2020 年度の削減目標について

も考え方を明らかにすべきである。 

2030 年度に 40％削減を実現するためには，その中間年である 2020 年度

時点においては，25％削減を実現していることが望ましい。このため，中

間目標として，2020 年度に 25％削減を目指すべきである。 

なお，条例の改正を踏まえて策定する新地球温暖化対策計画（以下「新

計画」という。）は，2020 年度の中間目標を達成するための具体的施策の

ロードマップを示すものとして策定されなければならない。 

 

2 二酸化炭素排出量の将来推計シミュレーション 

  削減目標の達成の程度，削減余地の大きな部門及び対策を見積もるため，

大学の協力を得て，将来の社会経済状況を想定のうえ，排出量のシミュレー

ションを行った（参考 6）。 

  その結果，2030 年度における 40％削減及び 2020 年度における 25％削減は

技術的に実現可能であること，業務部門の削減ポテンシャルが最も大きく，

次いで運輸部門，家庭部門が大きいことが明らかになった。また，削減対策

としては，高効率機器導入や次世代自動車等への転換などのエネルギー効率

改善が最も大きな効果が期待でき，さらに再生可能エネルギー利用等の燃料

転換に削減余地が大きいことが示された。 

  しかしながら，こうした削減対策を現実のものとするためには，削減対策

を普及，促進させるための施策が不可欠である。とりわけ，中間目標年次の

2020 年度までに残された時間は少なく，改めて，具体的施策の積み上げによ

る排出削減量を見込むとともに，即効性の高い対策を盛り込んだロードマッ

プを示し，これを強力に推し進めなければ，実現は覚束ないものとなるだろ

う。 

  また同様に，現在の延長線上の取組を継続するだけでは，2030 年度の中期
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目標を実現することは困難であり，社会構造の転換を促すような大胆な施策

の推進が不可欠であることは明らかである。 

さらには，このシミュレーションでは，既知の対策技術を前提としたが，

科学技術はもちろん，ビジネスモデルや経済システムのイノベーションが実

現した場合，中期目標を上回る削減を達成することも可能となることから，

京都市においては，そうしたイノベーションを促すための施策も積極的に導

入するべきである。 

  なお，今回のシミュレーションにおいて，全体の削減ポテンシャルに占め

る割合の小さい産業部門についても，エネルギー消費の大きい製造工程の設

備の更新等，業種ごとに特有の削減対策を積極的に導入し，一層の取組を進

めるべきである。 

 

3 低炭素社会実現に向けた戦略 

  現行条例の前文では，「持続可能な循環型の社会経済システムへの転換を図

ることが不可欠」と謳
うた

われているが，これまでは市民が地球温暖化問題に気

付き，理解し，行動を始めるという，いわば準備期間であった。今や，科学

的な知見や国際的な共通認識のもと，地球温暖化を防止し，低炭素社会を実

現するという人類共通の緊急の課題を確実に解決するため，「持続可能な社会

経済システムへの転換」を進める，まさに始動期にあると言える。 

  こうした意味から，京都市は，政策的規制や支援誘導，啓発等の施策を個

別に講じるのではなく，国の基本的施策なども含め，あらゆる施策の基軸に

「環境」を据え，これらを融合しながら，相乗効果を生むような大きな枠組

みを構築する必要がある。これこそが，京都市の低炭素社会実現に向けた戦

略である。 

  低炭素社会実現に向けた戦略においては，大胆な政策的規制や支援誘導な

どの施策のパッケージにより，大幅なエネルギー効率改善やエネルギー転換

等を進め，温室効果ガスを排出しない都市構造への転換を図る必要がある。

また，温室効果ガスを排出しないことによる経済的価値（環境価値）を積極

的に評価し，その創出を促し，循環させる仕組みを構築することなどにより，
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近い将来到来するグリーン経済への移行を先導することを通じて，地域経済

の活性化を促進されたい。さらには，「DO YOU KYOTO？（環境によいこと

をしていますか）」の考え方の下，市民一人ひとりが地球温暖化という問題に

真摯に向き合い，ライフスタイルの見直しなどに自ら考えて取り組むことを

促すものとする必要がある。こうした取組を重層的に進めることにより，日々

の暮らしや都市活動から発生する温室効果ガスの最小化と，環境と経済が融

合する好循環の社会経済システムの構築を志向されたい。 

 

4 京都府地球温暖化対策条例との連携 

地球温暖化は，市民の暮らし，事業者の活動に起因するものであり，一人

ひとりが向き合うべき問題であると同時に，世界全体で共有しなければなら

ない問題である。 

今回の条例改正については，京都議定書誕生の地である京都として，低炭

素社会への構造転換を実現するものでなくてはならない。しかし，地球規模

の気候変動をもたらす人類全体の課題を，京都市域の取組のみで解決するこ

とは不可能である。京都市が先駆的な取組によって，日本全国，さらには世

界各国をリードすることは重要であるが，同時により高い視点から，近隣の

地方自治体や国の施策と連携した広域的な取り組みを進めることも極めて大

きな意義を持つものである。 

京都府においても，「京都府地球温暖化対策条例」の改正に向けた検討が進

められていることは，まさに好機であり，府市の連携をこれまで以上に進め，

相乗効果を高める条例となるよう十二分に協調されたい。 
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Ⅳ 目指すべき低炭素社会像と実現に向けた対策 
 

  2030 年度の削減目標を掲げ，その実現に向けた取組を市民，事業者ととも

に進めるためには，目指すべき社会像を共有することが不可欠である。この

ため，審議会では，京都の特性を考慮した 6 つの観点から将来の低炭素社会

像を描き，その実現に向けた具体の方策を審議してきた。 

そして，低炭素社会実現に向けた戦略として，温室効果ガスを排出しない

都市構造への転換，環境価値の評価と創出，新たなライフスタイルの創造と

いう対策を重層的に推進することを求めた。これによって，日々の暮らしや

都市活動から発生する温室効果ガスの最小化と，環境と経済が融合する好循

環の社会経済システムの構築を提示したところである。 

以上を踏まえ，京都の低炭素社会像とそれを実現するために推進すべき具

体的対策の方向性，改正条例に盛り込むべき事項について，以下のとおり提

示する。 

 

1 人と公共交通優先の歩いて楽しいまち 

⑴ 社会像 

使いやすい公共交通と歩く魅力にあふれ，人々が歩く暮らしを大切に

している「歩くまち・京都」が実現している。 

自動車利用の制限を含めた様々な抑制策を通じて，クルマの総交通量

は減少し，走行しているクルマは，電気自動車をはじめとするエコカー

に代わっている。 

 

⑵ 対策の方向性と改正条例に盛り込むべき事項 

  ア 公共交通利用の促進，自動車利用の適正化及び効率化 

事業者に対して，従業員のエコ通勤の促進に努めることを求めるべき

である。特に，特定事業者（※）に対しては，排出量削減計画書及び報

告書制度を活用し，エコ通勤の取組状況の報告を義務付けるべきである。 
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また，過度な自動車利用を抑制する効果が期待されるカーシェアリン

グについて，市民及び事業者に対して，積極的な利用に努めることを求

めるべきである。併せて，京都市においては，新築共同住宅等における

カーシェアリングの導入や新たな駐車施設の整備の抑制を図る施策を推

進することが必要である。 
さらに，海外の都市において都心部への自動車流入の抑制のために実

施されているロードプライシングの導入可能性の研究や，自動車利用者

に対する駐車場の無料提供と同等水準以上のサービスを公共交通利用者

に提供するための制度の創設によって交通条件の公平化を図るなど，自

動車利用の適正化及び効率化のための施策を一層充実すべきである。 

※ 大規模に温室効果ガスを排出する事業者。温室効果ガスの排出量削減のための措置，

削減目標等を記載した計画書及び報告書の提出が現行条例において義務付けられ

ている。 
 

  イ エコカーへの転換の促進 

    自動車購入者に対して，電気自動車など環境負荷の少ないエコカーの

購入に努めることを求めるべきである。特に，特定事業者に対しては，

事業用の自動車を購入または更新する際に，一定割合以上をエコカーと

することを義務付けるべきである。ただし，購入を求めるエコカーにつ

いては，現時点において車両の開発や供給が必ずしも十分に進んでいな

いことを考慮し，当分の間は，低燃費車を含む，環境負荷のより少ない

車両とすべきである。 

併せて，エコカー転換促進への供給側対策として，自動車販売事業者

に対して，購入者への自動車環境性能の説明を義務付け，エコカーの普

及に努めることを求めるべきである。また，市内におけるエコカーの普

及状況を把握し，今後の更なる施策の立案に活用するため，京都市が自

動車販売業者にエコカーの販売実績の報告を求めることができるように

するべきである。 

京都市は，エコカーの普及を促進するため，電気自動車充電設備の増

設など社会インフラの整備をはじめ施策の更なる充実を図るべきである。 
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2 森を再生し「木の文化」を大切にするまち 

⑴ 社会像 

市域の 3／4 を占める森を再生し，森に親しみ，森の恵みを都市に還

元することにより，文化の醸成や産業の振興に積極的に取り組んでい

る。 

地域産木材を多様に活用しながら，京町家の知恵を生かした新たな建

築が促進され，持続可能な木材の循環サイクルが構築されるとともに，

京都らしい景観形成が進展している。 

豊かな緑に囲まれ，人々が，暮らしの中で，身近に木のぬくもりを感

じることができるまちが実現している。 

 

⑵ 対策の方向性と改正条例に盛り込むべき事項 

  ア 木造建築物の拡大，地域産木材の需要拡大 

特定建築物（※）の建築主に対して，地域産木材の利用を義務付ける

べきである。ただし，木材の供給可能量を踏まえ，導入義務量及び産地

の定義は柔軟に検討されたい。 

    京都市は，地域産木材や木質ペレット等森林資源の利用を促進するた

めの施策を講じるとともに，公共施設においては木材利用を率先して行

うべきである。 

    なお，将来的な特定建築物の対象の拡大についても検討されたい。 
   ※ 床面積の合計が 2,000 ㎡以上の建築物。温室効果ガスの排出量削減のための措置を

記載した計画書及び環境配慮性能に関する評価資料の提出が現行条例において義

務付けられている。 
 

  イ 森林の適切な保全 

    京都市は，森林の適切な保全及び整備による温室効果ガスの吸収を図

るための施策を促進するため，施策の更なる充実を図るべきである。 
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ウ 環境配慮建築物の普及促進 

  特定建築物の建築主に対して，木質材料の使用に高い評価を与える京

都環境配慮建築物基準（CASBEE 京都）による評価及び結果を公表し，

工事現場や広告物へ表示することを義務付けるべきである。 

  京都市は，平成の京町家や長期優良住宅の普及啓発，既存住宅の低炭

素化支援など建築物の省エネ化を促進するため，施策の更なる充実を図

るべきである。 

 

  エ 市街地の緑化の推進 

    市民，事業者に対して，建築物や敷地の緑化に努めることを求めるべ

きである。特に，一定規模以上の新築建築物等の建築主に対しては，建

築物や敷地の緑化を義務付けるべきである。 

京都市は，市街地の緑化を推進するため，施策の更なる充実を図るべ

きである。 

 

3 エネルギー創出・地域循環のまち 

⑴ 社会像 

太陽光や太陽熱等を利用したクリーンエネルギーの創出が市内あら

ゆる場所で盛んになり，ごみ等のバイオマスや河川の水力等が地域単位

でのエネルギーとしての役割を果たしている。 

 

⑵ 対策の方向性と改正条例に盛り込むべき事項 

ア 再生可能エネルギーの利用拡大 

    特定建築物の建築主に対して，再生可能エネルギーの導入を義務付け

るべきである。ただし，周辺環境，法規制その他の立地上の制約により

導入が困難な場合には，代替措置として，再生可能エネルギーの導入と

同等の効果を有する省 CO2 機器の導入について認めることを検討され

たい。 
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    京都市は，市民の共同出資を基にした太陽光発電設備等を設置する制

度の創設など，再生可能エネルギーの優先利用を促進するため，施策の

更なる充実を図るべきである。また，ごみからのエネルギー回収の最大

化を図るための施策を講じるべきである。 

 

4 環境にやさしいライフスタイル 

⑴ 社会像 

一人ひとりが，環境にやさしい取組を当たり前のこととして行い，自

然と共生した地産地消の食文化や季節感を大切にする「ライフスタイル

の京都モデル」が定着している。 

また，地域の創意工夫が生かされ，身近な地域から「エコ」が発信さ

れている。 

 

⑵ 対策の方向性と改正条例に盛り込むべき事項 

  ア 省エネ生活の普及促進 

    市民，事業者に対して，日常生活及び事業活動において，室内の適切

な温度管理や過剰又は不要な照明の抑制など過度にエネルギーを消費し

ない行動を求めるほか，DO YOU KYOTO?デーを中心に環境に配慮した

取組に努めることを求めるべきである。 

    エネルギー供給事業者に対して，市民，事業者，京都市との協力のも

と，地球温暖化対策を推進することを求めるべきである。 

    京都市は，コミュニティを単位とした日常生活における省エネの取組

を推進する制度の創設など省エネを促進するため，施策の更なる充実を

図るべきである。特に，市民の省エネ等を通じて生まれる環境価値を評

価する仕組みの創設についても検討されたい。 

 

  イ エネルギー高効率機器の普及促進 

    京都市は，環境物品等の情報収集や市民，事業者の環境物品の優先購

入を促進するため，施策の更なる推進を図るべきである。特に，住宅の
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断熱性能の向上や給湯，家電機器の高効率化は，温室効果ガスの大幅な

排出削減ポテンシャルを有していることから，即効性のある対策を検討

されたい。 

 

  ウ 地産地消の推進による「食」からの環境にやさしいライフスタイルの

推進 

    市民，事業者に対して，食料の生産，輸送に伴うエネルギー使用の低

減の観点から，地域で生産された旬の食料の購入や伝統のある優れた食

文化の継承に努めることを求めるべきである。 

京都市は，市民，事業者によるこうした取組を促進するための施策を

講じるべきである。 

 

5 環境にやさしい経済活動 

⑴ 社会像 

京都の環境産業が先導的役割を果たし，省資源・省エネルギー，長寿

命，リサイクルを前提とした製品やサービスが普及している。 

 企業では，エネルギー効率の高い機器の導入が進むとともに，環境面

での社会貢献活動が活発に行われ，低炭素のまちを牽引する大きな力と

なっている。 

 

⑵ 対策の方向性と改正条例に盛り込むべき事項 

  ア 低炭素型社会を先導する産業の促進 

事業者や教育研究機関に対して，環境技術の研究開発及び環境産業の

育成に努めることを求めるべきである。 

京都市は，低炭素社会の形成に貢献する製品・サービス評価制度の創

設など，環境産業の振興を図るための施策を講じるべきである。 

 

  イ 省エネの取組促進 
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    特定事業者に対して，環境マネジメントシステムの導入を義務付ける

べきである。導入義務の対象は，独自の認証システムも含めて幅広く認

めることを検討されたい。 

京都市は，特定事業者排出量削減計画書及び報告書について総合評価

を行い，低評価の事業者に対する指導，助言の徹底や追加削減対策を求

めるための制度を創設するべきである。排出削減量の算定に当たっては，

自らの事業活動以外にも，森林整備や中小企業の取組支援による削減量

等を相殺できることとされたい。このため，森林吸収や排出削減による

環境価値を評価する仕組みの創設又は活用についても検討し，市内での

自主的な排出削減の促進と事業活動の活性化の両立についても検討され

たい。 

また，中小事業者が同業種等複数で排出削減に取り組むための計画書

制度の創設，事業者の省エネ活動を中心となって推進する人材を養成す

るための施策，環境物品等の優先購入や環境マネジメントシステムの取

得を促す調達を更に拡大するための施策を講じるべきである。 

なお，将来的な特定事業者の対象の拡大についても検討されたい。 

 

6 ごみの減量 

⑴ 社会像 

ごみを出さない生活や事業活動が社会システムとして構築され，それ

を前提とした製品が普及している。 

マイバッグの持参が当たり前になり，店頭で売られる商品の包装材は

必要最小限になるとともに，プラスチック製のものは激減している。 

 

⑵ 対策の方向性と改正条例に盛り込むべき事項 

  ア ごみの発生抑制，リサイクル 

    市民生活や事業活動から発生するごみを更に減量するためには，市民

のライフスタイルや事業者のビジネスモデルの見直しが不可欠であるこ

とから，市民，事業者に対して，ごみの発生抑制や再使用といったそも
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そもごみを出さないことを基本とし，排出されたごみは資源として可能

な限りリサイクルすることを徹底するよう求めるべきである。 

京都市は，レジ袋をはじめとするごみの削減を進めるため，市民，事

業者を含めた実効性ある対策を講じるとともに，イベントのエコ化を推

進する等，ごみの減量化を徹底するための施策を講じるべきである。 

 

  イ ごみ減量につながる事業への転換 

    京都市は，包装材やレジ袋等のごみを出さない製品，サービスを評価

し，普及・促進するための施策を講じるべきである。 

 

 

Ⅴ おわりに 
 

審議会では，地球温暖化対策を巡る国内外の現状と京都市のこれまでの取

組を踏まえ，条例の見直しに当たっての基本的な考え方や，目指すべき低炭

素社会像とその実現に向けた対策を検討し，本答申に盛り込んだ。 

審議の過程では，温室効果ガスの大幅削減を実現するという観点から，あ

えて自ら制約条件を設けず，大胆な対策案を幅広く検討した。委員会がまと

めた「中間取りまとめ」に対する市民や環境保全活動団体，事業者団体など

から寄せられた多数の意見は，本答申の取りまとめに多大な貢献をするもの

であった。地球温暖化問題に対する京都市民の熱意と意識の高さに心から敬

意を表する。 

世界で，2020 年に向けた削減目標と国際的枠組みづくりが進められている

最中に，中期的な削減目標を条例に掲げて低炭素社会づくりを進める姿勢は，

世界に対し，市民，事業者をはじめとするオール京都の覚悟を示すものであ

り，大いなる挑戦を発信するものである。 

京都市には，その実現に向け，市民，事業者等の取組を着実に先導し，ま

た，強力に後押しする施策を講じる責務があり，施策の効果把握と重点化だ

けでなく，施策の融合による効果の最大化を図らなければならないことに留
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意されたい。 

京都市においては，本答申を踏まえ，温室効果ガス排出量を大幅に削減し

た低炭素社会の実現に向け，京都議定書誕生の地にふさわしい条例改正案を

取りまとめられることを期待する。 
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（委員長）
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孝昭
た か あ き

滋賀県立大学理事・副学長

（委員）

青木
あ お き

真美
ま み

同志社大学商学部教授

浅岡
あ さ お か

美恵
み え

特定非営利活動法人気候ネットワーク代表

石野
い し の

茂
しげる

京都府文化環境部環境政策監

石野
い し の

元彦
も と ひ こ 京都府中小企業団体中央会理事

（株式会社石野味噌代表取締役社長）

上村
う え む ら

多恵子
た え こ 社団法人京都経済同友会常任幹事

（京南倉庫株式会社代表取締役社長）

小杉
こ す ぎ

隆信
た か の ぶ

立命館大学政策科学部准教授

在
ざ い

間
ま

敬子
け い こ

京都産業大学経営学部准教授

鈴木
す ず き

靖文
や す ふ み

有限会社ひのでやエコライフ研究所取締役

田浦
た う ら

健
け ん

朗
ろ う

京のアジェンダ21フォーラム幹事

瀧
た き

静子
し ず こ 京都商工会議所環境対策特別委員会委員長

（株式会社太洋堂代表取締役社長）

外山
と や ま

泰久
や す ひ さ

京都学生祭典実行委員会副実行委員長

平井
ひ ら い

康宏
や す ひ ろ

京都大学環境保全センター准教授

諸富
も ろ と み

徹
とおる

京都大学大学院経済学研究科教授

依田
よ だ

誠
まこと 社団法人京都工業会副会長

（株式会社ジーエス・ユアサ コーポレーション代表取締役社長）

（特別委員）

猪木
い の き

武
た け

德
の り

大学共同利用機関法人 人間文化研究機構　国際日本文化研究センター所長

立本
た ち も と

成
な り

文
ふ み

大学共同利用機関法人 人間文化研究機構　総合地球環境学研究所所長

（合計17名，うち特別委員2名）
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京都市環境審議会・地球温暖化対策推進委員会開催経過 

 

1  京都市環境審議会 

○第 1 回審議会（平成 21 年 8 月 21 日） 

・京都市地球温暖化対策条例の見直し及び新計画の策定について（諮問） 

・地球温暖化対策推進委員会の設置 

 ○第 2 回審議会（平成 22 年 4 月 16 日） 

  ・地球温暖化対策条例の改正及び新計画の策定に向けた中間取りまとめ 

  ○第 3 回審議会 

  ・地球温暖化対策条例の見直しに係る基本的な考え方について（答申案） 

 

2  地球温暖化対策推進委員会 

○第 1 回委員会（平成 21 年 9 月 3 日） 

・地球温暖化対策推進委員会について 

・地球温暖化対策の現状と課題について 

・温室効果ガス排出量の算定方法の見直しについて 

○第 2 回委員会（平成 21 年 11 月 17 日） 

・平成 21 年度版年次報告書（案）について 

・義務規定の見直し方針について 

○第 3 回委員会（平成 21 年 12 月 28 日） 

・京都市の地球温暖化対策 平成 21 年度版（案） 

・地球温暖化対策の取組内容について 

○第 4 回委員会（平成 22 年 2 月 3 日） 

・地球温暖化対策の取組内容について 

○第 5 回委員会（平成 22 年 3 月 26 日） 

・中間取りまとめ（案）について 

・今後の進め方について 

 ○第 6 回委員会（平成 22 年 5 月 26 日） 

  ・市民，事業者の意見と主な対策（案）への反映について 

 ○第 7 回委員会（平成 22 年 6 月 24 日） 

  ・地球温暖化対策条例の見直しに係る基本的な考え方について（答申案） 
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京都市地球温暖化対策条例（平成 16 年 12 月 24 日 条例第 26 号） 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条～第８条） 

第２章 地球温暖化対策計画等（第９条・第１０条） 

第３章 本市による地球温暖化対策（第１１条） 

第４章 事業者及び市民による地球温暖化対策 

第１節 事業者及び市民の取組（第１２条～第１９条） 

第２節 特定事業者等の取組（第２０条～第２６条） 

第５章 評価及び見直し（第２７条・第２８条） 

第６章 雑則（第２９条） 

附則 

 

地球温暖化は，集中豪雨，干ばつ等の異常気象，海面の上昇，自然生態系の変化等を引き起こし，あら

ゆる生命の生存の基盤である地球の環境に極めて深刻な影響を与えるおそれがある問題である。このため，

人類が物質的な豊かさ，便利さや快適さを追い求める代償として増え続けている二酸化炭素等の温室効果

ガスの排出の量を削減し，地球温暖化を防止することは，人類共通の緊急の課題である。 

本市は，平成９年に気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書が採択された都市として，事業者，

市民，環境保全活動団体及び滞在者の参加と協働により，地球温暖化を防止する取組を先駆的かつ積極的

に推進してきた。 

健全で恵み豊かな地球の環境を将来の世代に継承していくことは，現在を生きる我々人類に課された責

務である。この責務を果たしていくには，一人一人の生活様式の見直しなどにより，大量生産，大量消費

及び大量廃棄の社会経済システムから持続可能な循環型の社会経済システムへの転換を図ることが不可

欠である。 

このような認識の下に，本市，事業者，市民，環境保全活動団体及び滞在者がそれぞれの立場において，

地球温暖化を防止するため，なお一層積極的に行動することを決意し，この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，地球温暖化対策について，本市，事業者，市民及び観光旅行者その他の滞在者の責

務を明らかにするとともに，地球温暖化対策の基本となる事項を定めて，地球温暖化対策を総合的かつ

計画的に推進することにより，持続的な発展が可能な都市を実現し，もって現在及び将来の市民の健康

で文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 地球温暖化 人の活動に伴って発生する温室効果ガスが大気中の温室効果ガスの濃度を増加させ

ることにより，地球全体として，地表及び大気の温度が追加的に上昇する現象をいう。 

(2) 地球温暖化対策 温室効果ガスの排出の抑制並びに吸収作用の保全及び強化（以下「温室効果ガ

スの排出の抑制等」という。）その他の地球温暖化の防止を図るための施策又は取組をいう。 

(3) 温室効果ガス 二酸化炭素その他別に定める物質をいう。 

(4) 温室効果ガスの排出 人の活動に伴って発生する温室効果ガスを大気中に排出し，放出し，若し

参考 5 
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くは漏出させ，又は他人から供給された電気若しくは熱（燃料又は電気を熱源とするものに限る。）

を使用することをいう。 

(5) 環境保全活動団体 環境の保全を図る活動を行うことを目的として組織された団体をいう。 

（本市の当面の目標） 

第３条 本市は，平成２２年までに，本市の区域内における温室効果ガスの排出の量を平成２年の９０パ

ーセントに削減することを目標とする。 

（本市の責務） 

第４条 本市は，次に掲げる責務を有する。 

(1) 総合的かつ計画的な地球温暖化対策を策定し，及び実施すること。 

(2) 地球温暖化対策の策定及び実施に当たっては，地球温暖化対策に関する活動への事業者，市民及

び環境保全活動団体の参加及び協力を促進し，これらの意見を適切に反映させること。 

(3) 本市の事務及び事業に関し，地球温暖化の防止のために必要な措置を講じること。 

(4) 事業者，市民及び環境保全活動団体による地球温暖化の防止のための活動を促進するために必要

な措置を講じること。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は，次に掲げる責務を有する。 

(1) 事業活動に関し，地球温暖化の防止のために必要な措置（他の者の地球温暖化の防止に寄与する

ための措置を含む。）を講じること。 

(2) 本市が実施する地球温暖化対策に協力すること。 

（市民の責務） 

第６条 市民は，次に掲げる責務を有する。 

(1) 日常生活に関し，地球温暖化の防止のために必要な措置を講じること。 

(2) 本市が実施する地球温暖化対策に協力すること。 

（観光旅行者その他の滞在者の責務） 

第７条 観光旅行者その他の滞在者は，本市，事業者，市民及び環境保全活動団体が実施する地球温暖化

対策に協力する責務を有する。 

（年次報告） 

第８条 市長は，毎年，次に掲げる事項を記載した報告書を作成し，これを公表しなければならない。 

(1) 本市の区域内における温室効果ガスの総排出量（別に定める方法により算定される温室効果ガス

の総排出量をいう。以下同じ。） 

(2) 地球温暖化の防止のために講じた施策の実施状況及びその評価 

 

第２章 地球温暖化対策計画等 

（地球温暖化対策計画） 

第９条 市長は，地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため，地球温暖化対策に関する計画（以

下「地球温暖化対策計画」という。）を定めなければならない。 

２ 地球温暖化対策計画には，次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 地球温暖化対策計画の実施期間，温室効果ガスの総排出量の削減目標その他地球温暖化対策に関

する基本方針 

(2) 温室効果ガスの総排出量の削減に関する具体的な施策 

(3) その他地球温暖化対策を推進するために必要な事項 

３ 市長は，地球温暖化対策計画を定め，又は変更したときは，速やかにこれを公表しなければならない。 

（特定事業者排出量削減指針） 
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第１０条 市長は，温室効果ガスの排出の量が相当程度多い別に定める事業者（以下「特定事業者」とい

う。）の事業活動に伴う温室効果ガスの排出の状況，当該温室効果ガスの排出の量の削減のための措置，

当該削減の目標その他必要な事項を記載した計画書（以下「特定事業者排出量削減計画書」という。）

及び特定事業者排出量削減計画書に記載された目標の達成状況その他必要な事項を記載した報告書（以

下「特定事業者排出量削減報告書」という。）の作成に関する指針（以下「特定事業者排出量削減指針」

という。）を定めなければならない。 

２ 市長は，特定事業者排出量削減指針を定め，又は改定したときは，速やかにこれを公表しなければな

らない。 

 

第３章 本市による地球温暖化対策 

第１１条 本市は，温室効果ガスの排出の抑制等を図るため，次に掲げる施策を重点的かつ効果的に推進

しなければならない。 

(1) エネルギーに係る施策で次に掲げるもの 

ア 事業活動及び日常生活に伴う自然エネルギー（太陽光，太陽熱，バイオマス（動植物に由来す

る有機物であってエネルギー源として利用することができるもの（原油，石油ガス，可燃性天然

ガス及び石炭並びにこれらから製造される製品を除く。）をいう。）を利用して得ることができる

エネルギーその他の環境の保全上の支障を生じさせない無尽蔵のエネルギーをいう。以下同じ。）

の優先的な利用を促進するための施策 

イ 事業活動及び日常生活に伴うエネルギーの使用の合理化（一定の目的を達成するためのエネル

ギーの使用に際して，より少ないエネルギーで同一の目的を達成するために徹底的な効率の向上

を図ることをいう。以下同じ。）を促進するための施策 

ウ 建築物に係るエネルギーの使用の合理化を促進するための施策 

(2) 環境マネジメントシステム（環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくための目標を決定し，

当該目標を達成するための取組を推進するための仕組みをいう。以下同じ。）を事業者に普及させる

ための施策 

(3) 環境物品等（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律第２条第１項に規定する環境物

品等をいう。以下同じ。）及び環境に配慮した事業活動に関する情報を収集し，これを事業者，市民

等に迅速かつ効果的に提供するとともに，事業者，市民等が環境物品等を優先的に購入することを

促進するための施策 

(4) 自動車等（道路運送車両法第２条第２項に規定する自動車及び同条第３項に規定する原動機付自

転車をいう。以下同じ。）の使用に伴う温室効果ガスの排出の抑制を図るための施策で次に掲げるも

の 

ア 自己の自動車等を使用する者の公共交通機関への利用の転換の促進その他の交通需要管理施策

（自動車等による交通の抑制，自動車等による交通の空間的又は時間的な分散化その他の交通の

円滑化を図るための施策をいう。） 

イ 貨物の効率的な輸送を促進するための施策 

ウ 温室効果ガスを排出せず，又は温室効果ガスの排出の量が相当程度少ない自動車等の導入を促

進するための施策 

エ 自動車等の駐車時における原動機の停止を促進するための施策 

(5) 森林の適切な保全及び整備の推進による温室効果ガスの吸収を図るための施策 

(6) 本市が設置し，又は管理する道路，河川，公園その他の公共の用に供する施設並びに住宅及び事

業場における緑化を推進するための施策 

(7) 廃棄物の発生の抑制及び再使用その他の廃棄物の減量化を促進するための施策 
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(8) 事業者，市民及び環境保全活動団体が地球温暖化の防止に関する理解を深めることができるよう

にするための環境教育（環境の保全についての理解を深めるために行われる環境の保全に関する教

育及び学習をいう。以下同じ。），啓発その他の必要な施策 

(9) 事業者，市民及び環境保全活動団体による地球温暖化の防止のための活動を促進するための情報

の提供，助成その他の必要な施策 

(10) 観光旅行者その他の滞在者が地球温暖化の防止に関する理解を深めることができるようにする

ための啓発，知識の普及その他の必要な施策 

(11) 国，他の地方公共団体，環境保全活動団体等との連携による地球温暖化対策及び地球温暖化の防

止に関する国際協力 

(12) 地球温暖化対策を効果的に実施するのに必要な助成，税制その他の経済的措置に関する調査及び

研究 

２ 本市は，次に掲げる施策を率先して講じなければならない。 

(1) 地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条第１項に規定する実行計画の推進 

(2) 環境マネジメントシステムの構築及び推進 

(3) 環境物品等の調達 

(4) 公共の用に供する施設の建設及び管理その他公共事業の実施に伴う地球温暖化の防止のために必

要な施策 

(5) 前各号に掲げるもののほか，温室効果ガスの排出の抑制等のための施策 

 

第４章 事業者及び市民による地球温暖化対策 

第１節 事業者及び市民の取組 

（自然エネルギーの優先的な利用等） 

第１２条 事業者及び市民は，事業活動及び日常生活に伴う自然エネルギーの優先的な利用に努めなけれ

ばならない。 

２ 事業者及び市民は，事業活動及び日常生活に伴うエネルギーの使用の合理化に努めなければならない。 

３ 建築物（建築基準法第２条第１号に規定する建築物をいう。以下同じ。）の新築又は増築（以下「新

築等」という。）をしようとする者は，当該建築物からの熱の放出を抑制する構造の採用その他のエネ

ルギーの使用の合理化に資する措置を講じるよう努めなければならない。 

（環境マネジメントシステムの導入） 

第１３条 事業者は，環境マネジメントシステムの導入に努めなければならない。 

（温室効果ガスの排出の量が比較的少ない機械器具等の使用等） 

第１４条 事業者及び市民は，温室効果ガスの排出の量が比較的少ない電気機械器具，ガス器具その他の

エネルギーを消費する機械器具の優先的な使用に努めなければならない。 

２ 事業者及び市民は，電気機械器具，ガス器具その他のエネルギーを消費する機械器具及び水道水の適

切な使用により，これらの使用に伴う温室効果ガスの排出の抑制に努めなければならない。 

（温室効果ガスの排出の量が比較的少ない機械器具及び役務の提供等） 

第１５条 事業者は，前条第１項の機械器具及び温室効果ガスの排出の量が比較的少ない役務の提供に努

めなければならない。 

２ 事業者は，前条第１項の機械器具又は前項の役務を利用しようとする者に対し，その利用に伴う温室

効果ガスの排出に関する情報を提供するよう努めなければならない。 

（公共交通機関等の利用） 

第１６条 事業者及び市民は，可能な限り，自己の自動車等の使用を控え，公共交通機関又は自転車の利

用に努めなければならない。 
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（自動車等の使用に伴う温室効果ガスの排出の抑制） 

第１７条 事業者及び市民は，自己の自動車等の適正な使用及び管理により，当該自動車等の使用に伴う

温室効果ガスの排出の抑制に努めなければならない。 

２ 事業者及び市民は，自己の自動車等を駐車するに当たっては，当該自動車等の原動機を停止するよう

努めなければならない。ただし，緊急その他やむを得ない理由があるときは，この限りでない。 

（廃棄物の減量化の推進） 

第１８条 事業者及び市民は，廃棄物の発生の抑制及び再使用その他の廃棄物の減量化の推進に努めなけ

ればならない。 

（従業員の環境教育） 

第１９条 事業者は，その従業員に対し，環境教育を行うよう努めなければならない。 

第２節 特定事業者等の取組 

（特定事業者排出量削減計画書の作成等） 

第２０条 特定事業者は，定期的に，特定事業者排出量削減計画書を特定事業者排出量削減指針に基づき

作成し，市長に提出しなければならない。 

２ 特定事業者は，定期的に（特定事業者でなくなったときにあっては，その後遅滞なく），特定事業者

排出量削減報告書を特定事業者排出量削減指針に基づき作成し，定期的に市長に提出しなければならな

い。 

３ 市長は，第１項の規定による特定事業者排出量削減計画書又は前項の規定による特定事業者排出量削

減報告書の提出があったときは，速やかに，その旨及びその内容を公表しなければならない。 

（特定建築物排出量削減計画書の作成等） 

第２１条 温室効果ガスの排出の量が相当程度多い別に定める建築物（以下「特定建築物」という。）の

新築等をしようとする者（以下「特定建築主」という。）は，次に掲げる事項を記載した計画書（以下

「特定建築物排出量削減計画書」という。）を作成し，市長に提出しなければならない。 

(1) 特定建築主の氏名及び住所（法人にあっては，名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在

地） 

(2) 特定建築物の名称及び所在地 

(3) 特定建築物の概要 

(4) 温室効果ガスの排出の量の削減を図るための措置 

(5) 前各号に掲げるもののほか，別に定める事項 

２ 市長は，前項の規定による特定建築物排出量削減計画書の提出があったときは，速やかに，その旨及

びその内容を公表しなければならない。 

（変更の届出等） 

第２２条 前条第１項の規定による特定建築物排出量削減計画書を提出した者は，特定建築物に係る工事

が完了するまでの間に，同項第３号から第５号までに掲げる事項の変更をしようとするときは，あらか

じめ，その旨を市長に届け出なければならない。ただし，別に定める軽微な変更をしようとするときは，

この限りでない。 

２ 市長は，前項の規定による届出があったときは，速やかに，その旨及びその内容を公表しなければな

らない。 

（完了の届出等） 

第２３条 第２１条第１項の規定による特定建築物排出量削減計画書を提出した者は，特定建築物の新築

等に係る工事が完了したときは，その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は，前項の規定による届出があったときは，速やかに，その旨及びその内容を公表しなければな

らない。 
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（特定排出機器販売者の表示義務） 

第２４条 温室効果ガスの排出の量が相当程度多い別に定める機械器具（以下「特定排出機器」という。）

を店頭において販売する者（以下「特定排出機器販売者」という。）は，当該店頭の見やすい場所に，

別に定めるところにより，エネルギー消費効率（エネルギーの消費量との対比における特定排出機器の

性能として別に定める方法により算定した数値をいう。以下同じ。）に関する情報を適切に表示しなけ

ればならない。 

２ 特定排出機器販売者は，特定排出機器を購入しようとする者の求めがあったときは，当該特定排出機

器のエネルギー消費効率について説明しなければならない。 

（報告又は資料の提出） 

第２５条 市長は，第２０条から第２３条までの規定の施行に必要な限度において，特定事業者及び特定

建築主（以下「特定事業者等」という。）に対し，温室効果ガスの排出の量その他必要な事項について

報告又は資料の提出を求めることができる。 

（特定事業者等に対する勧告及び公表） 

第２６条 市長は，特定事業者等が，次の各号のいずれかに該当するときは，当該特定事業者等に対し，

必要な措置を講じるよう勧告することができる。 

(1) 第２０条第１項若しくは第２項又は第２１条第１項の規定による提出をしなかったとき。 

(2) 第２２条第１項又は第２３条第１項の規定による届出をしなかったとき。 

(3) 前条の規定による報告若しくは資料の提出をせず，又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたと

き。 

２ 市長は，前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくて当該勧告に従わないときは，その旨

及びその内容を公表することができる。 

 

第５章 評価及び見直し 

（施策の評価及び見直し） 

第２７条 市長は，この条例に基づく施策の推進に当たっては，定期的にその実施状況について，評価を

行わなければならない。 

２ 市長は，前項の評価の結果，地球温暖化対策に係る技術水準の向上及び社会経済情勢の変化を踏まえ，

必要があると認めるときは，同項の施策の見直しを行わなければならない。 

３ 市長は，第１項の評価及び前項の見直しを行うために必要な体制を整備しなければならない。 

４ 市長は，第１項の評価及び第２項の見直しをしようとするときは，事業者，市民，環境保全活動団体

及び複数の学識経験のある者の意見を聴かなければならない。 

（条例の見直し） 

第２８条 本市は，この条例の目的を達成するため，その施行の状況，地球温暖化対策に係る技術水準の

向上及び社会経済情勢の変化を踏まえ，おおむね３年ごとに，その見直しを行うものとする。 

 

第６章 雑則 

（委任） 

第２９条 この条例において別に定めることとされている事項及びこの条例の施行に関し必要な事項は，

市長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１７年４月１日から施行する。ただし，第４章第２節の規定は，市規則で定める日
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から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に市長が定めた京都市地球温暖化対策地域推進計画は，第９条第１項の規定に

より定められた地球温暖化対策計画とみなす。 

３ 第１項の市規則で定める日前に建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項の規定による確

認の申請又は同法第１８条第２項の規定による通知がされている特定建築物については，第２１条から

第２３条までの規定は，適用しない。 
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参考 6 
二酸化炭素排出量の将来推計と削減ポテンシャル 

 


